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１．は じ め に
1996年に ISO14001が制定されて以来，日本では
現在まで順調に取得数を増加させている。世界での
認証数は61287件であるが，なかでも日本は13819
件（2004年２月24日現在）と，認証数は世界第一位
である。
取得は企業ばかりではなく，自治体，各種団体，
教育機関など幅広い広がりをみせている。４年制大
学における取得状況は1998年10月に武蔵工業大学
が取得してから，現在では34校（2004年10月１日
現在，日本適合性認定協会の調べによる）に上って
いる。
そこで，本稿においては大学での取得の動きが活
発な理由，さらに大学という教育機関が ISO14001
マネジメントシステムを導入することのメリットに
ついて考察する。
２．ISOとは
ISOとは International Organization for Stan-
dardization（国際標準化機構）の略称である。ISO
は1947年に発足し，スイスのジュネーブに本部を置
き，電気機器関連（他の国際標準化機構である IEC
の担当分野）を除いて，全ての分野における国際標
準化を進めている。
ISOの設立目的は，「物品及びサービスの国際的
な交易を盛んにし，知的，科学的，技術的及び経済
活動の分野で協力関係を発展させるために全世界で
標準化及びその関連活動の発展を促進させること」
とされている。
ISO規格は，個別の規格の必要性が表面化してい
る産業分野，技術分野またはビジネス分野から参加
している専門家の国際的な合意によって開発され
る。これらの専門家には，政府，規制当局，試験機
関，学会，消費者グループさらに適切な知識をもつ
他の団体からの専門家が参加することもある。
ISOで発行されている規格は，任意の国際的な規
格であり，各国における順守は法的に強制されてい
るわけではない。しかしながら，多くの国々が ISO
規格を国家規格として採用している。日本では1952
年から，ISOの代表機関として日本工業標準調査会
（JISC）が加盟している。
ISO規格は物品に関する標準化を進めてきたが，
近年は ISO9001，ISO14001といったマネジメント
システム規格のように，「組織」そのものの標準化に
概念を広げている。
３．環境 ISOの概要
1992年に地球温暖化，酸性雨など地球的規模で拡
大する環境問題の対策の在り方を示すため，各国の
首脳が集まり国連環境開発会議（UNCED；地球サ
ミット）が開催された。地球サミットにおける議論
に対して産業界では，世界の主要なビジネスリー
ダーからなる「持続可能な開発のための経済人会議」
（BCSD）を創設した。BCSDが ISOに対して環境に
関する国際標準化づくりに取り組むよう求めたこと
が発端となって ISO14000シリーズの検討が開始さ
れた。ISOではアドホック（作業）グループとして
「環境に関する戦略諮問グループ（SAGE）」を設立し
検討をすすめた。SAGEからの報告に基づき ISO理
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事会は1993年に環境マネジメント専門委員会
「TC207」の設置を決定し，TC207が規格化を行っ
た。
ISO14001（EMS）とは，ISO14000シリーズ｛環
境マネジメントシステム，環境ラベル，環境パフォー
マンス評価，ライフサイクルアセスメント，（環境監
査は品質監査と ISO19011として統合された）｝に
よって構成されている環境マネジメントシステムの
グループに属し，企業が環境マネジメントシステム
を導入するための仕様および利用の手引きを定めて
いる?。
ISO14001では，環境マネジメントシステムを「全
体的なマネジメントシステムの一部で，環境方針を
作成し，実施し，達成し見直しかつ維持するための，
組織の体制，計画行動，責任，慣行，手順，プロセ
スおよび資源を含むもの」と定義している。つまり
ISO14001とは，企業や団体が事業活動を行う際に，
環境に対する負荷を軽減する活動を事業活動の一部
として組み込み，継続的改善を行うための経営の仕
組みについて定めた規格である，といえる。
各企業や団体はその規模と実態にあった環境マネ
ジメントシステムを構築し，ISO14001に適合して
いるか審査機関に審査をうける。この審査が認めら
れると認証取得となる。具体的には，図に示すよう
に，まず組織の最高経営層が環境方針を立て，その
実現のために計画（Plan）し，それを実施及び運用
（Do）し，その結果を点検及び是正（Check）し，も
し不都合があったならそれを見直し（Act），再度計
画を立てるというシステム｛PDCAサイクル（デミ
ングサイクル）｝を構築し，このシステムを継続的に
実施することで，環境負荷の低減や事故の未然防止
が行われる。
すでに述べたように，こうした ISO14001には法
的な拘束力というものはない。また，ISO14001によ
るマネジメントシステムを構築する際にも，環境パ
フォーマンスを改善するための具体的な方法は各企
業や団体の判断に任されている。このことは他から
の強制ではなく，いかに環境改善を進めていくべき
かを自ら考え行動することに ISO14001の原点があ
るためである。
４．大学における ISO14001 への取り組み
現在，日本では ISO14001を取得しようという動
きは，大手企業をはじめとして中小企業にまで浸透
している。これは，収益の拡大という経済性と環境
負荷低減の両立，いわゆる〝win-win"を目指して，
ISO14001を経営のツールとして環境経営を推進し
ているためである。これに対して第一義的に教育・
研究の場であることを目的として，営利を目的とし
ていない大学において ISO14001への取り組みを行
うことの意義について先行事例をもとに考察する。
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図-1 環境マネジメントシステムにおける PDCAサイクル
3.1 武蔵工業大学の取り組み
武蔵工業大学（大学院環境情報学研究科，環境情
報学部）は，日本で最初に大学として認証取得した。
その取得目的は，公開されている環境方針では次の
ように示されている。「地球環境・地域環境保全のた
めの教育と活動の展開，研究・教育の成果を公表す
ることにより社会への貢献を図る」となっている。
特徴は，教職員の他，学生及び常駐する関連会社職
員をシステムの構成要員としていることである。学
生については，システム上の責任権限をもたせるこ
とは，大学で通常定められている組織上の責任権限
との整合性が困難であると考えられるが，それを乗
り越えたことは評価できる。環境マネジメントプロ
グラム（実施計画）における大学として特徴的な環
境目的である「環境意識の啓蒙活動推進，環境教育・
研究支援」では新入生 ISO教育活動のエコツアー，
アンケートを100％達成，環境 ISOフォーラム開催
のフォーラム実施計画作成100％達成など，学生が
中心となってさまざまな活動に参加させることを環
境目標としている。また，企業では当然考えられる
「省エネルギー，廃棄物削減」においてもエネルギー
消費実態把握やポスター，掲示の実施が目標になっ
ている。このような内容は本来，手段手順であり目
標としては不適切であるが，学生を構成要員として
いる組織の性格上やむをえないのかもしれない。こ
れらは今後の研究課題としていくことが必要と考え
られる。
3.2 法政大学の取り組み
法政大学は1999年９月に認証取得して以来，認証
の範囲を拡大させてきている。また，日本工業新聞
社の2003年度の地球環境大賞で大学賞を受賞して
いる。同大学の認証取得目的は，環境方針の行動指
針に示されている「地球環境問題についての教育研
究及び啓蒙活動を積極的に展開する」ことにある。
学生は規模が大きいため準構成員の扱いになってい
るが，組織図から７つの専門部会（環境教育・省資
源・省エネルギー・グリーン購入・ゼロエミッショ
ン・環境研修・環境管理）を設置することにより，
確実に環境目的，目標の達成を目指すように構築さ
れていることは，大学組織のあり方をよく研究して
いると評価できる。
また，同大学は環境教育を専門とする学部と大学
院に加え，ISO14001の研修活動（環境審査員養成講
座―日本適合性認定協会申請中，内部監査員養成講
座）を2003年度から開始し，大学としては先駆的な
取り組みとして評価できるであろう。
3.3 東京農業大学の取り組み
北海道にもキャンパスがある東京農業大学では全
学部，全てのキャンパスを認証範囲としている。取
得目的は，公開されている環境方針では次のように
記述されている。「農の思想を基調に，地域環境及び
地球環境の持続可能な循環社会を構築するために実
践的な研究と教育を通じて社会に貢献する。」とあ
り，より直接的な社会貢献を目指すために ISO
14001を取得しているものと推測できる。とくに学生
を内部監査員に認定しており，システムの構成要員
として重要な役割を持たせている。取得目的におい
て「学生に対する環境教育の実施」とし，「環境教育
を中心としたカリキュラムの実施とシラバスの見直
し」と，教育にも関わることを明示した内容になっ
ている。また省エネルギー，省資源など数値目標を
設定できるものは，可能な限り示している。
同大学は2002年２月に認証を取得しているが，先
行している他大学の状況，企業の状況などを把握し，
先進企業に近い実践的な環境マネジメントシステム
を構築していると評価できる。
以上，三大学を例として示したが，私立大学のみ
ならず，信州大学，福井大学など国立大学法人となっ
た，国立大学等においても認証を取得する動きがみ
られる。
４．大学における ISO14001 取得の目的
大学における取得目的で共通していることは，１）
教員，職員，学生の意識改革，２）教育・研究を通
じた社会貢献の二点に集約される。実際には社会貢
献に対する取り組みは必ずしも ISO14001システム
を導入しなくても対応可能である。しかし，大学の
存在は以前のような所謂，象牙の塔といわれるよう
な孤高の存在ではなく，産業界や行政などと対等な
関係に基づく連携の強化など，社会が大学に求める
機能は変化，多様化している。こうした大学をとり
まく様々な社会環境の変化は著しく，これについて
いけない大学は淘汰されることは間違いない。2004
年度から独立行政法人として生まれ変わった国立大
学だけではなく私立大学も統廃合されていく可能性
が高く，社会のニーズに迅速な対応が求められてき
ていると考えられる。
特に大学においては ISO14001（環境マネジメン
トシステム）の取り組みにより，企業経営において
最も重視される目標達成のための管理システム
｛PDCA:Plan-Do-Check-Actionサイクル（デミン
グサイクル）｝を導入することによって，社会環境の
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変化に対応できる経営システムを確立することがで
きる。特に21世紀は環境がひとつの重要なキーワー
ドとなっていることを考えれば，これまでの環境規
制や法令を遵守するだけではなく，独自の取り組み
を実践することは，大学という教育・研究機関にお
いても不可欠なこととなっている。
大学経営の視点からは入学志願者の確保が重要で
ある。ISO14001の導入が，それに対してどれほどの
効果があるのかについては，十分な精査が求められ
るが，2002,2003年度に ISO14001を認証取得した
大学における入学志願者の変化については，ほとん
どが入学者数を増加させているという指摘もあ
る?。21世紀は環境の世紀といわれていることを考
えれば，その対策にも積極的に取り組んでいる大学
においては，他のマネジメントシステムと同様に
ISO14000の取得にも積極的であるということがい
えるかも知れない。
各種のマネジメントシステムが企業経営の様々な
分野で導入され，さらに個別の事業分野までセク
ター規格として制定されつつあることを考えれば，
環境マネジメントシステムの導入は大学においても
不可欠になってきていると考えられる。
これらのマネジメントシステムに共通なのが組織
の最高経営層が方針（Commitment）を立て，その
実現のために計画（Plan）し，それを実施及び運用
（Do）し，その結果を点検及び是正（Check）し，も
し不都合があったならそれを見直し（Act），再度計
画を立てるという循環システムである。社会からは
このようなマネジメントシステムに対応できる人材
が求められており，大学が ISO14001に基づいた環
境マネジメントシステムを構築することにより，学
生がより実践的なかたちで経営マネジメントシステ
ムを学ぶ機会をつくることが，こうした社会の要請
にこたえることになるのではないだろうか。
５．酪農学園大学における ISO14001 取得の前段
階的アプローチ
酪農学園大学，資源再利用学研究室では，以前よ
り学園内の環境対策に関心をもつ学生に対して，さ
まざまな取り組みを指導・支援を行ってきている。
この一環として，卒業論文作成のための研究指導等
を通じて学内における環境マネジメントシステムの
導入の可能性についても検討している。
次に今年度は首藤耕太郎君の卒業論文指導を通じ
て，さまざまな検討を行ってきた内容をもとに報告
する。
5-1 大学の概要
酪農学園大学は，大学院２研究科，３学部７学科
を擁し，さらに酪農学園大学短期大学部１学科と高
等学校がある。学生数は，総数で5,371名，教職員
は，およそ240名となっている。
北 海 道 江 別 市 に あ る 文 京 台 キャン パ ス
1,320,582m?を中心に２箇所の農場（文京台キャン
パスのなかの農場は除く），３箇所の林地を擁し土地
の総面積は8,442,594m?となっている。また建物の
総延面積は134,704m?である。建物面積のなかには
教室，研究室，事務室だけではなく動物病院をはじ
めさまざまな機能をもつ農場の付属施設が含まれて
いる。
本学は酪農関係を中心とした各種の実験室など薬
品などを扱っている研究室，実験室なども多く，学
内に環境汚染対策委員会を設置し，法令を遵守した
適正な処理が行われている。今回の検討では，資源
再利用学研究室（大学環境システム学部に所属）を
対象に行った。
5-2 学生の環境に対する意識
大学の目的は教育・研究にあることを踏まえて，
環境マネジメントシステムを導入するにあたって教
育的な効果について着目した。資源再利用学研究室
では，専門演習（ゼミナール）に所属する３，４年
生と，担当教員が顧問をつとめる環境系のサークル
と，自主的に学園内の環境問題について活動してい
るグループの学生が所属している。
これらの学生に対して，環境に関する意識につい
て，2004年７月に調査を実施した。
調査にあたっては，一般市民との意識の差異をみ
表-1 企業経営に共通なマネジメントシステム
ISO9001 品質マネジメントシステム
ISO14001 環境マネジメントシステム
OHS18001 労働安全衛生マネジメントシステム
ISMS/BS7799 情報セキュリティマネジメントシス
テム
CSR 企業の社会的責任
表-2 個別の事業分野のマネジメントシステム
ISO/TS16949 自動車産業向け品質マネジメントシ
ステム
HACCP,ISO22000 食品安全マネジメントシステム
ISO13485 改正薬事法に伴う品質システム―?
医療機器―?規制目的のためのシス
テム
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るために株式会社電通が2002年に実施した「生活者
の環境意識と行動（2002年３月）報告書」を参考に
質問項目を設定した。調査対象者は25名で，男性
56％，女性44％で４年生64％，３年生32％，２年生
４％であった。
「環境問題」についてどの程度，現在関心を持って
いるか，という質問に対しては，２・３年生の77.8％
が関心あると答えたのに対して，４年生は87.5％と
高い値であった。また，関心が無いは，２・３年生
が22.2％，４年生が12.5％と環境問題に対する関心
は段階的に向上している。
最も関心が高い環境問題についての質問では，大
気汚染，地球温暖化，森林破壊などのなかから複数
回答を求めたが，全体的には「地球の温暖化」が68％
と最も高い値であった。これは２・３年生（66.7％），
４年生（68.75％）も同様であったが，今年は全国的
に気温が高く，北海道をはじめ各地で台風による被
害が多かったことが原因となっているとみられる。
「環境ホルモン」，「環境家計簿」，「環境報告書」な
どの環境に関するキーワードを示し，意味を知って
いるものを複数回答で選んでもらった。「リサイク
ル」，「地球温暖化」は，全体で92％が知っていると
答え，「省エネルギー」，「ソーラー発電」，「ISO14000」
については88％が知っているとし，「家電リサイク
ル法」，「エコマーク」が84％，「循環型社会」，「コン
ポスト」，「３Ｒ」は80％と高い認知を示している。
その一方で，「サスティナビリティ」，「グリーンコン
シューマー」，「エコファンド」などは低かった。
また，「環境に配慮した商品を買ったことがある
か」という質問についての回答を４年生と，２・３
年生に分けてみると図のように４年生の方が高い。
アンケートの解析については，卒業論文の課題で
あるので，ここではこれ以上，詳しく述べないが，
資源再利用学研究室に関係する学生は，概ね一般市
民に較べて環境に対する関心が高いこと，２・３年
生に較べて４年生の方が環境に対する関心が高く，
実際の行動ともなっている結果が示された。
大学のひとつの研究室の限られたサンプル数によ
るアンケート調査であったが，段階的に環境に対す
る関心や取り組みが高まってくることを確認するこ
とができた。
5-3 環境側面の検討
さらに，環境マネジメントシステムにおいては水
質汚濁防止法，大気汚染防止法，廃棄物の処理及び
清掃に関する法律など，各種の法令を遵守すること
は当然のこととし，さらにその上で，どのような環
境対策を講じることができるかという点が強く求め
られる。
資源再利用学研究室に付属したゼミナール室にお
いては，薬品を使用した実験などは行っていないが，
どのような環境側面（環境に対する影響あるいは負
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荷など）があるのかについて検討を行った。なお，
これらの作業については学生が自主的に実施した。
その結果は表-3に示すとおりであるが，その結果
「著しい環境側面」として「電気の使用」，「紙の使用」
など表-4に示すように13項目が抽出された。
これらの13項目の「著しい環境側面」について，
今後どのような対策を講じることができるのかは，
プログラム検討表によって影響区分や，技術面，財
政面などの評価や，管理区分を検討が行われる。す
でに述べたように大学における環境マネジメントシ
ステムは，教育を通じて環境に対する関心を高め，
実際に何らかの対策に参加することを促すものであ
る。さらに環境マネジメントシステムはそれ自体が，
単年度ないし複数年度にわたって時限的に解決策を
示すものではなく，継続的に実施する仕組みが求め
られる。
６．ま と め
環境マネジメントシステムはいわゆる環境問題へ
の関心の醸成，参加へのインセンティブ（誘引策）
を講じていくためのシステムである。
組織としての大学においては環境法令の遵守を考
え，学生の内発的な取り組みを誘導していく教育プ
ログラムを提示していくことが大学における環境マ
ネジメントシステムの重要な役割である。
今回の検討では，資源再利用学研究室の環境マネ
ジメントシステムにおける「最高経営責任者」は研
究室を担当する教員とした。そして「環境方針」と
して「酪農学園大学資源再利用学研究室は，建学の
精神「三愛精神（神を愛し，人を愛し，土を愛する）」
ならびに「健土健民」にもとづき，地球生態系の持
つ資源は有限であることを十分に認識する。そして，
研究室・ゼミナールに集う教員，学生は，それぞれ
が地球的，地域的な環境問題に関心を持ち，その本
質を良く理解し，環境関連法規の遵守はもちろんの
こと，自らがその対策の在り方について検討を行い
対策に参加する。環境問題に関する取り組みのあり
方についての教育・研究を継続的に実施し，社会に
貢献していく。」を掲げている。
また，サークル活動として様々な環境に関する取
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り組みに参加している「環境サークルAURO」，なら
びに学内の廃棄物分別，分煙などの活動を行ってい
る「分別Ｖ（ファイヴ）」については，必ずしも資源
再利用学研究室のゼミナールに所属しているわけで
はないが，研究室の学生とみなして，ISO14001の取
り組みに参加させることとしている。現在のところ
システムとしては未完成であり，今後一層の検討が
求められるが，ひとつの研究室，特に学生の主導に
よるゼミナール活動の一環として取り組むことの役
割や効果が明らかになった。
ISO14000関係の取り組みが大学の経営（入学者
確保）にどのような影響を与えるかという点につい
ては十分に検討していないが，少なくとも，「環境」
を冠した学科による環境システム学部を擁している
ことや，「神を愛し，人を愛し，土を愛する（三愛精
神）」ならびに健やかな大地が健やかな人々を育むと
いう意味の「健土健民」を建学の精神とし，直接的，
間接的に環境問題と関係の深い酪農業を中心として
いる酪農学園大学においては，今後 ISO14000の認
証取得をめざした取り組みが求められるであろう。
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図-5 実際に取り組んでいる環境対策
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区分 評価
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区分
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番
号
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か
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政
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で
見
合
う
か
運
用
上
・
事
業
上
の
要
求
が
あ
る
か
検
討
を
要
す
る
項
目
か
数
値
目
標
を
設
定
で
き
る
か
目
的
・
目
標
維
持
・
緊
急
事
態
管
理
１ パソコンの電気の使用 ○ ○ ○ ○
２ インクジェエットプリンタの電気の使用 ○ ○ ○
５ ページプリンタの電気の使用 ○ ○ ○
８ 照明（蛍光灯）の電気の使用 ○ ○
11 ポットの電気の使用 ○ ○ ○
13 テレビの電気の使用 ○ ○ ○
14 冷蔵庫の電気の使用 ○ ○ ○
15 電子レンジの電気の使用 ○ ○ ○
16 コーヒーのメイカーの電気の使用 ○ ○ ○
３ 用紙の使用（インクジェットプリンタ用） ○ ○ ○ ○
６ 用紙の使用（ページプリンタ用） ○ ○ ○ ○
10 蛍光灯の破損事故 ○ ○ ○
22 電気製品の事故（漏電による火災） ○ ○ ○
表-4 著しい環境側面
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 Summary
 
Since ISO 14001 was enacted in 1996, the
 
number of acquisition is made to increase favor-
ably in Japan. Acquisition shows broad spread,
such as not only enterprises but also local-
government and other various organizations,and
 
educational organization. The merit of the edu-
cational organization in a reason with active
 
movement toward acquisition in a university and
 
a university introducing an ISO 14001 manage-
ment system.
As opposed to the student who gets interested
 
in the environmental measure in a school from
 
before at Rakuno Gakuen University and a
 
resource recycling study laboratory --various
 
measures are supported, the following examina-
tion was performed about the possibility of intro-
duction of an intramural environmental manage-
ment system as one of the research instruction for
 
a graduation thesis as part of that.
The purpose of a university is in education
 
and research. Its attention was paid about the
 
educational effect by introduction of an environ-
mental management system. At the Resource
 
Recycling laboratory, it sets in a seminar room.
which examined that there were what kind of the
 
environmental sides,such as load,environment is
 
received influential, although the experiment
 
which uses medicine was not conducted, in addi-
tion about these work, the student carried out
 
independently. As a result,the result is“electric
 
use”as “the remarkable environmental issues”,
although it is as being shown in a table,13 items,
such as“use of paper”,were extracted. Environ-
mental management systems are brew of what is
 
called the concern about an environmental prob-
lem, and an incentive to participation. It is a
 
system for devising.
Although it is incomplete as a system at
 
present and much more examination was called
 
for from now on,one laboratory,and the role and
 
effect of tackling as part of the seminar activity
 
especially by a student’s initiative became clear,
although the point what kind of influence an
 
ISO14000-related measure has on the manage-
ment (new student reservation)of a university is
 
not fully examined--at least having the environ-
mental system faculty by the subject of the study.
Rakuno Gakuen University is directly and
 
indirectly centering on a dairy with deep environ-
mental problem and relation and the measure
 
which aimed at  attestation acquisition of
 
ISO14000 from now on will be called for.
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